
基発o5 1 8第 1号
平成22年5月18日

都道府県労働局長殿

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)

労働基準法の一部を改正する法律の施行等に伴う関係通達の整備について

労働基準法の一部を改正する法律(平成20年法律第89号)の施行については、 「労

働基準法の一部を改正する法律の施行についてJ (平成21年5月29日付け基発第05

29001号)により通達したところであるが、同法の施行等に伴い、関係通達の整備を

行うこととしたので、了知の上、取扱いに万全を期されたい。

記

1 昭和23年7月31日付け基収第2675号の改正

昭和23年7月 31日付け基収第2675号中「法第三十九条第五項Jを「法第三十

九条第六項」に改める。

2 昭和27年9月20日付け基発第675号「労働基準法の一部を改正する法律等の施

行について」の改正

昭和27年9月20日付け基発第675号の二中「法第三十九条第六項Jを「法第三

十九条第七項」に改める。

3 昭和29年6月29日付け基発第355号の改正

昭和29年6月29日付け基発第355号の(一)中「第六号の」を「第一項第六号

の」に改め、 (二)中「第六号中Jを「第一項第六号中」に改める。

4 昭和63年1月1日付け基発第1号婦発第1号「改正労働基準法の施行について」の

改正

昭和63年1月1日付け基発第1号婦発第1号中「法第三十九条第四項」を「法第三

十九条第五項Jに改める。

5 昭和63年3月14日付け基発第150号婦発第47号「労働基準法関係解釈例規に

ついてJの改正

昭和63年3月14日付け基発第150号婦発第47号の第39条関係、く計画的付与
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と時季指定権・時季変更権の関係>中「第三十九条第四項」を「法第三十九条第五項」

に改め、第112条関係<国家公務員及び地方公務員に対する労働基準法の適用関係>

の表を(別添)のように改める。

6 平成11年1月29日付け基発第45号「労働基準法の一部を改正する法律の施行に

ついてJの改正

平成11年1月29日付け基発第45号の記の第13の2の (2)中「法第三十九条

第五項及び第六項ただし書」を「法第三十九条第四項、第六項及び第七項ただし書jに

改める。

7 平成12年1月1日付け基発第1号「労働基準法の一部を改正する法律の施行(企画

業務型裁量労働制関係)等について」の改正

平成12年1月1日付け基発第1号の記の第1の6の(1)中「・ 時間外及び休日

の労働(法第三十六条第一項関係」の次に「・ 代替休暇(法第三十七条第三項関

係)Jを加え、 「法第三十九条第五項関係」を「法第三十九条第六項関係、Jに、 「法第

三十九条第六項ただし書関係」を「法第三十九条第七項ただし書関係Jに改める。

8 平成15年10月22日付け基発第1022001号「労働基準法の一部を改正する

法律の施行についてJの改正

平成15年10月22日付け基発第1022001号の記の第4の2の(1)中「、

法第十八条の二j及び「法第十八条の二及び」を削り、 (2)中「並びに法第十八条の

二」を削る。

9 平成20年2月20日付け基発第0220006号 II労働条件通知書等の普及促進

について」の一部改正について」の改正

平成20年2月20日付け基発第0220006号の(別添1)から(別添5)まで

中「休暇J及び「賃金Jの欄を以下のように改め、 「記載要領J8中「その付与日数を

記載すること。」の次に「時間単位年休は、労使協定を締結し、時間単位の年次有給休

暇を付与するものであり、その制度の有無を記載すること。代替休暇は、労使協定を締

結し、法定超えとなる所定時間外労働が 1箇月 60時間を超える場合に、法定割増賃金

率の引上げ分の割増賃金の支払に代えて有給の休暇を与えるものであり、その制度の有

無を記載すること。(中小事業主を除く。)Jを加え、 「記載要領J1 0中「法定超え

となる所定時間外労働については2割5分」の次に「、法定超えとなる所定時間外労働

が1箇月 60時聞を超える場合については5害IJ(中小事業主を除く。)Jを、 「法定超

えとなる所定時間外労働が深夜労働となる場合については5割」の次に「、法定超えと

なる所定時間外労働が 1箇月 60時間を超え、かっ、深夜労働となる場合については7

割5分(中小事業主を除く。)Jを加える。

休 暇11 年次有給休暇 6か月継続勤務した場合→ 日

継続勤務6か月以内の年次有給休暇 (有・無)
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→か月経過で 日

時間単位年休(有・無)

2 代替休暇(有・無)

3 その他の休暇有給(

無給(

O詳細は、就業規則第条~第条、第 条~第条

賃金11・2 (略)

3 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率

イ 所定時間外、法定超月 60時間以内( ) % 
月60時間超 ( ) % 

所定超 ( ) % 
ロ休日 法定休日( ) %、法定外休日( ) % 
ハ深夜( ) % 

4~ 10 (略)
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国
家
公
務
員
関
係

職

員

の

種

類

一
一
般
職
に
属
す
る
職
員
一

イ
特
定
独
立
行
政
法
人
一
①
適
用
な
し
。

等
(
特
労
法
第
二
条
第
一
②
国
公
法
の
精
神
に
抵
触
一

三
号
)
の
職
員
以
外
の
一
せ
ず
、
か
っ
、
同
法
に
基
一

職

員

づ

く

法

律

又

は

人

事

院

規

一

則
で
定
め
ら
れ
た
事
項
に
一

矛
盾
し
な
い
範
囲
内
に
お
一

い
て
準
用
さ
れ
る
。
た
だ
一

し
、
労
働
基
準
監
督
機
関
一

の
職
権
に
関
す
る
規
定
は
一

準
用
さ
れ
な
い
。

適

用

の

有

無

職

権

の

行

使

ロ
特
定
独
立
行
政
法
人
一
①
第
一
四
条
第
二
項
及
び
一
労
働
基
準
監
督
機
関

等

の

職

員

一

第

三

項

並

び

に

第

二

二

条

一

一
第
二
項
の
規
定
を
除
き
全
一

一
面
的
に
適
用
あ
り
。
一

一
②
特
労
法
第
三
七
条
及
び
一

独
立
行
政
法
人
通
則
法
第
一

五
九
条
で
適
用
を
排
除
し
一

な
い
国
公
法
の
規
定
及
び
一

こ
れ
に
関
連
す
る
人
事
院
一

規
則
の
規
定
は
労
基
法
に

優
先
す
る
。

根

拠

条

文

備

考

国
公
法
附
則
第
二
ハ
条
(
国
公
法
附
則
第
二
ハ
条
)

国
公
法
第
一
時
改
正
法
附
則
一
(
略
)
労
働
基
準
法
(
中
略
)

第

三

条

並

び

に

こ

れ

ら

の

法

律

に

基

い

て
発
せ
ら
れ
る
命
令
は
、
第
二

条
の
一
般
職
に
属
す
る
職
員
に

は
、
こ
れ
を
適
用
し
な
い
。

特
労
法
第
三
七
条
第
一
項
第

一
号
及
び
第
二
号

(
特
労
法
第
三
七
条
第
一
項
)

次
に
掲
げ
る
法
律
の
規
定

は
、
職
員
に
つ
い
て
は
、
適
用

し
な
い
。
一
国
家
公
務
員
法
(
中
略
)

附
則
第
一
六
条
の
規
定

二
国
家
公
務
員
法
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
〔
国
公

法
第
一
次
改
正
法
〕
(
中

略
)
附
則
第
三
条
の
規
定

(
特
労
法
第
二
条
)

こ
の
法
律
に
お
い
て
、
次
の

各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義

は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ



二
特
別
職
に
属
す
る
職
員

イ
裁
判
所
職
員
(
裁
判
一
①

官
及
び
裁
判
官
の
秘
書
一
②

官
を
除
く
。
)

ロ

国
会
議
員

適
用
な
し
。

一
の
イ
の
②
に
同
じ
。

裁
判
所
職
員
臨
時
措
置
法
第

一
号

①
適
用
な
し
。

②
国
会
職
員
法
で
定
め
た

事
項
等
に
矛
盾
し
な
い
範

囲
内
に
お
い
て
準
用
さ
れ

4
Q
。た
だ
し
、
労
働
基
準
監

督
機
関
の
職
権
に
関
す
る

国
会
職
員
法
第
四
五
条
第

項同
法
同
条
第
二
項

ろ
に
よ
る
。

一
1
二
(
略
)

三
特
定
独
立
行
政
法
人
等

特
定
独
立
行
政
法
人
及
び

国
有
林
野
事
業
を
行
う
国

の
経
営
す
る
企
業
を
い

久
ノ
。

四

職

員

特

定

独

立

行

政

法
人
等
に
勤
務
す
る
一
般

職
に
属
す
る
国
家
公
務
員

を
い
う
。

(
裁
判
所
職
員
臨
時
措
置
法
第

一

早

守

)
裁
判
官
及
び
裁
判
官
の
秘
書

官
以
外
の
裁
判
所
職
員
(
中
略
)

に
つ
い
て
は
、
(
中
略
)
次
に

掲
げ
る
法
律
の
規
定
を
準
用
す

る
。
(
中
略
)

一
国
家
公
務
員
法

略
)
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(
以
下

(
国
会
職
員
法
第
四
五
条
第
一

項
)
(
賂
)
労
働
基
準
法
(
中
略
)

並
び
に
こ
れ
ら
に
基
く
命
令

は
、
国
会
職
員
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
を
適
用
し
な
い
。



ノ、

防
衛
省
の
職
員

事
項
は
適
用
さ
れ
な
い
。

(
防
衛
省
設
置
法
第
三
九
条
)

(
略
)
防
衛
省
に
置
か
れ
る

職
員
(
中
略
)
の
任
免
、
分
限
、

懲
戒
、
服
務
そ
の
他
人
事
管
理

に
関
す
る
事
項
(
中
略
)
は
、

自
衛
隊
法
(
こ
れ
に
基
づ
く

命
令
を
含
む
。
)
の
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
る
。

(
自
衛
隊
法
一

O
八
条
)

(
賂
)
労
働
基
準
法
(
中
略
)

並
び
に
こ
れ
ら
に
基
く
命
令
の

規
定
は
、
隊
員
に
つ
い
て
は
、

適
用
し
な
い
。
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右
記
以
外
の
職
員

適
用
な
し
。

防
衛
省
設
置
法
第
三
九
条

自
衛
隊
法
一

O
八
条

イ
職

事にかま一労般
員す掲らで号基職

るげ第及か法に の
職るーびら別属

種
員事五第第表す
業号一一第る 類
にま三 Oー職
従で号号第員

貨め約及決
-てのび定法
直第締第、て讐 適
接ー結ニ第一 用-四、項条

全条第 更(ー( の
額新有四労 有
払ー及期条働
い項び労第条 無

の(雇働契 二件
原通止 項の

労
働
基 職
準
権

世』ム』

機督
の

行
関
使

ら地
第公
五法
項第 根

五 拠
J¥. 
条条

第 文

項
カ当

第二一四 ( 

三か四条働労地
八ら条第 公
条第第二基法 備
のニ一項準第
二二項及法五
第条、び第八

二の第第二条第
考!項五二三条

及ま二項、ニ
びで条、第項
第、の第一 ) 

地
方
公
務
員
関
係

(
国
公
法
附
則
第
一
六
条
及

び
国
公
法
第
一
次
改
正
法
附

則
第
三
条
参
照
)

労
基
法
上
の
労
働
者
で
あ
一
労
働
基
準
監
督
機
関

る
限
り
全
面
的
に
適
用
あ
一

M
ツ。



則
)
、
第
三
二
条
の
三
か
ら

第
三
二
条
の
五
ま
で
(
フ
レ

ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
)
、
一
年

単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
、

一
週
間
単
位
の
非
定
形
的
変

形
労
働
時
間
制
)
、
第
三
八

条
の
二
第
二
項
及
び
第
三
項

(
事
業
場
外
み
な
し
労
働
時

間
制
)
、
第
三
八
条
の
三
(
専

門
業
務
型
裁
量
労
働
制
)
、

第
三
八
条
の
四
(
企
画
業
務

型
裁
量
労
働
制
)
、
第
三
九

条
第
六
項
(
計
画
年
休
)
、

第
七
五
条
か
ら
第
九
三
条
ま

で
(
災
害
補
償
及
び
就
業
規

則
)
並
び
に
こ
れ
ら
の
規
定

に
基
づ
く
命
令
の
規
定
を
除

き
適
用
あ
り
。

ま
た
、
第
三
二
条
の
二
第

一
項
(
一
箇
月
単
位
の
変
形

労
働
時
間
制
)
、
第
三
四
条

第
二
項
た
だ
し
書
ご
斉
休

憩
の
適
用
除
外
)
、
第
三
七

条
第
三
項
(
代
替
休
暇
)
及

び
第
三
九
条
第
四
項
(
時
閥

単
位
年
休
)
の
適
用
の
特
例

あ
り
。

ニ
項
、
第
三
八
条
の
三
、
第
三

八
条
の
四
、
第
三
九
条
第
六
項
、

第
七
五
条
か
ら
第
九
三
条
ま
で

並
び
に
第
一

O
二
条
の
規
定

(
中
略
)
並
び
に
こ
れ
ら
の
規

定
に
基
づ
く
命
令
の
規
定
は
、

職
員
に
関
し
て
適
用
し
な
い
。

た
だ
し
、
労
働
基
準
法
第
一

O

二
条
の
規
定
(
中
略
)
並
び
に

こ
れ
ら
の
規
定
に
基
づ
く
命
令

の
規
定
は
、
地
方
公
共
団
体
の

行
う
労
働
基
準
法
別
表
第
一
第

一
号
か
ち
第
一

O
号
ま
で
及
び

第
二
二
号
か
ら
第
一
五
号
ま
で

に
掲
げ
る
事
業
に
従
事
す
る
職

員
に
、
同
法
第
七
五
条
か
ら
第

八
八
条
ま
で
(
中
略
)
の
規
定

は
、
地
方
公
務
員
災
害
補
償
法

(
中
略
)
第
二
条
第
一
項
に
規

定
す
る
者
以
外
の
職
員
に
関
し

て
は
適
用
す
る
。
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(
地
公
法
第
五
八
条
第
四
項
)

職
員
に
関
し
て
は
、
労
働
基

準
法
第
三
二
条
の
二
第
一
項
中

「
使
用
者
は
、
当
該
事
業
場
に
、

労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る

労
働
組
合
が
あ
る
場
合
に
お
い

て
は
そ
の
労
働
組
合
、
労
働
者

の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組



合
が
な
い
場
合
に
お
い
て
は
労

働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者

と
の
書
面
に
よ
る
協
定
に
よ

り
、
又
は
」
と
あ
る
の
は
「
使

用
者
は
、
」
と
、
同
法
第
三
四

条
第
二
項
た
だ
し
書
中
「
当
該

事
業
場
に
、
労
働
者
の
過
半
数

で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る

場
合
に
お
い
て
は
そ
の
労
働
組

合
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織

す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に

お
い
て
は
労
働
者
の
過
半
数
を

代
表
す
る
者
と
の
書
面
に
よ
る

協
定
が
あ
る
と
き
は
」
と
あ
る

の
は
「
条
例
に
特
別
の
定
め
が

あ
る
場
合
は
」
と
、
同
法
第
三

七
条
第
三
項
中
「
使
用
者
、
が
、

当
該
事
業
場
に
、
労
働
者
の
過

半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が

あ
る
と
き
は
そ
の
労
働
組
合
、

労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る

労
働
組
合
が
な
い
と
き
は
労
働

者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
と

の
書
面
に
よ
る
協
定
に
よ
り
」

と
あ
る
の
は
「
使
用
者
が
」
と
、

同
法
第
三
九
条
第
四
項
中
「
当

該
事
業
場
に
、
労
働
者
の
過
半

数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ

る
と
き
は
そ
の
労
働
組
合
、
労

働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
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働
組
合
が
な
い
と
き
は
労
働
者

の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
と
の

書
面
に
よ
る
協
定
に
よ
り
、
次

に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
た
場
合

に
お
い
て
、
第
一
号
に
掲
げ
る

労
働
者
の
範
囲
に
属
す
る
労
働

者
が
有
給
休
暇
を
時
間
を
単
位

と
し
て
請
求
し
た
と
き
は
、
前

三
項
の
規
定
に
よ
る
有
給
休
暇

の
日
数
の
う
ち
第
二
号
に
掲
げ

る
日
数
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該

協
定
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
」
と
あ
る
の
は
「
前
三
項
の

規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
特
に
必

要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き

は
、
」
と
す
る
。
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ロ
労
基
法
別
表
第
一
第
一
法
第
二
条
(
労
働
条
件
の
一
人
事
委
員
会
又
は
そ
の
委
任
一
地
公
法
第
五
人
条
第
三
項
か

一
一
号
及
び
第
二
一
号
一
決
定
)
、
第
一
四
条
第
二
項
一
を
受
け
た
人
事
委
員
会
の
委
一
ら
第
五
項

に
掲
げ
る
事
業
並
び
に
一
及
び
第
三
項
(
有
期
労
働
契
一
員
(
人
事
委
員
会
を
置
か
な

官
公
署
の
事
業
(
問
表
一
約
の
締
結
、
更
新
及
び
雇
止
一
い
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て

に
掲
げ
る
事
業
を
除
一
め
て
第
二
四
条
第
一
項
(
通
一
は
、
地
方
公
共
団
体
の
長
)

く
。
)
に
従
事
す
る
職
一
貨
・
直
接
・
全
額
払
い
の
原
一

員

一

則

)

、

第

三

二

条

の

三

か

ら

一

一
第
三
二
条
の
五
ま
で
(
フ
レ
一

一
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
)
、
一
年
一

一
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
、

一
週
間
単
位
の
非
定
形
的
変

形
労
働
時
間
制
)
、
第
三
人

(
地
公
法
第
五
八
条
第
五
項
)

労
働
基
準
法
(
中
略
)
の
規

定
並
び
に
こ
れ
ら
の
規
定
に
基

づ
く
命
令
の
規
定
中
第
三
項
の

規
定
に
よ
り
職
員
に
関
し
て
適

用
さ
れ
る
も
の
を
適
用
す
る
場

合
に
お
け
る
職
員
の
勤
務
条
件

に
関
す
る
労
働
基
準
監
督
機
関

の
職
権
は
、
地
方
公
共
団
体
の

行
う
労
働
基
準
法
別
表
第
一
第

一
号
か
ら
第
一

O
号
ま
で
及
び

第
二
二
号
か
ら
第
一
五
号
ま
で



条
の
二
第
二
項
及
び
第
三
項

(
事
業
場
外
み
な
し
労
働
時

間
制
)
、
第
三
八
条
の
三
(
専

門
業
務
型
裁
量
労
働
制
)
、

第
三
人
条
の
四
(
企
画
業
務

型
裁
量
労
働
制
)
、
第
三
九

条
第
六
項
(
計
画
年
休
)
、

第
七
五
条
か
ら
第
九
三
条
ま

で
(
災
害
補
償
及
び
就
業
規

則
)
並
び
に
第
一

O
二
条
(
監

督
官
の
司
法
警
察
権
)
並
び

に
こ
れ
ら
の
規
定
に
基
づ
く

命
令
の
規
定
を
除
き
適
用
あ

M
H
ノ。
ま
た
、
第
三
二
条
の
二
第

一
項
(
一
箇
月
単
位
の
変
形

労
働
時
間
制
)
、
第
三
四
条

第
二
項
た
だ
し
書
ご
斉
休

憩
の
適
用
除
外
)
、
第
三
七

条
第
三
項
(
代
替
休
暇
)
及

び
第
三
九
条
第
四
項
(
時
閥

単
位
年
休
)
の
適
用
の
特
例

あ
り
。な
お
、
義
務
教
育
諸
学
校

等
の
教
育
職
員
に
つ
い
て

は
、
第
三
七
条
が
適
用
除
外

さ
れ
る
ほ
か
、
第
三
三
条
第

三
項
の
適
用
の
特
例
あ
り
。

教
職
給
与
特
例
法
第
五
条

に
掲
げ
る
事
業
に
従
事
す
る
職

員
の
場
合
を
除
き
、
人
事
委
員

会
又
は
そ
の
委
任
を
受
け
た
人

事
委
員
会
の
委
員
(
人
事
委
員

会
を
置
か
な
い
地
方
公
共
団
体

に
お
い
て
は
、
地
方
公
共
団
体

の
長
)
が
行
う
も
の
と
す
る
。

(
教
職
給
与
特
例
法
第
五
条
)

公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等

の
教
育
職
員
に
つ
い
て
は
、
地

方
公
務
員
法
第
五
八
条
第
三
項

本
文
中
「
第
二
条
、
」
と
あ
る

の
は
「
第
三
三
条
第
三
項
中
「
官

公
署
の
事
業
(
別
表
第
一
に
掲

げ
る
事
業
を
除
く
。
)
」
と
あ

る
の
は
「
別
表
第
一
第
一
二
号

に
掲
げ
る
事
業
」
と
、
「
労
働

さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
あ

る
の
は
「
労
働
さ
せ
る
こ
と
が

で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

公
務
員
の
健
康
及
び
福
祉
を
害

し
な
い
よ
う
に
考
慮
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
」
と
読
み
替
え
て

問
項
の
規
定
を
適
用
す
る
も
の

と
し
、
同
法
第
二
条
、
」
と
、

「
第
三
二
条
の
五
ま
で
」
と
あ

る
の
は
「
第
三
二
条
の
五
ま
で
、

第
三
七
条
」
(
中
略
)
と
読
み

替
え
て
同
条
第
三
項
及
び
第
四
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ハ
地
方
公
営
企
業
(
地
第
一
四
条
第
二
項
及
び
第
一
労
働
基
準
監
督
機
関

公
労
法
第
三
条
第
一
号
三
項
(
有
期
労
働
契
約
の
締
一

の
企
業
)
及
び
特
定
地
一
結
、
更
新
及
び
雇
止
め
)
に
一

方
独
立
行
政
法
人
(
地
一
係
る
部
分
並
び
に
第
七
五
条
一

公
労
法
第
三
条
第
二
一
か
ら
第
八
八
条
ま
で
(
災
害
一

号
)
の
職
員
一
補
償
)
の
規
定
を
除
き
全
面

一
的
に
適
用
あ
り
。

一
た
だ
し
、
地
公
企
法
第
二

一
条
第
三
項
に
よ
り
、
条
例
に

一
よ
り
、
地
公
企
法
(
第
三
九

一
条
を
含
む
。
)
の
一
部
の
適

一
用
を
排
除
し
、
そ
の
た
め
企

一
業
職
員
に
つ
い
て
、
地
公
法

一
第
五
八
条
の
適
用
が
な
さ
れ

一
る
場
合
に
は
、
イ
に
よ
っ
て

一
労
基
法
が
適
用
さ
れ
る
。

-8 -

項
の
規
定
を
適
用
す
る
も
の
と

す
る
。

地
公
企
法
第
三
九
条
(
本
条

は
地
公
労
法
第
一
七
条
の
規

定
に
よ
っ
て
簡
易
水
道
の
事

業
の
職
員
に
準
用
さ
れ
る
。
)

及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
法

第
五
三
条

(
地
公
労
法
第
三
条
)

一
地
方
公
営
企
業
次
に
掲

げ
る
事
業
(
こ
れ
に
附
帯
す

る
事
業
を
含
む
。
)
を
行
う

地
方
公
共
団
体
が
経
営
す
る

企
業
を
い
う
。

イ
鉄
道
事
業

ロ
軌
道
事
業

ハ
自
動
車
運
送
事
業

ニ
電
気
事
業

ホ
ガ
ス
事
業

へ
水
道
事
業

ト
工
業
用
水
道
事
業

チ

(

略

)

一
特
定
地
方
独
立
行
政
法
人

地
方
独
立
行
政
法
人
法
(
平

成
一
五
年
法
律
第
一
一
八

号
)
第
二
条
第
二
項
に
規
定

す
る
特
定
地
方
独
立
行
政
法

人
を
い
う
。

ニ
地
方
公
営
企
業
等
地
方

公
営
企
業
及
び
特
定
地
方
独

立
行
政
法
人
を
い
う
。

四
職
員
地
方
公
営
企
業
又

は
特
定
地
方
独
立
行
政
法
人

に
勤
務
す
る
一
般
職
に
属
す

る
地
方
公
務
員
を
い
う
。



(
地
公
企
法
第
三
六
条
)

企
業
職
員
の
労
働
関
係
に
つ

い
て
は
、
地
方
公
営
企
業
等
の

労
働
関
係
に
関
す
る
法
律
(
中

路
)
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

-9 -

(
地
公
企
法
第
三
九
条
第
一
項
)

企
業
職
員
に
つ
い
て
は
、
地

方
公
務
員
法
(
中
路
)
第
五
人

条
(
同
条
第
三
項
中
労
働
基
準

法
第
一
四
条
第
二
項
及
び
第
三

項
に
係
る
部
分
並
び
に
同
法
第

七
五
条
か
ら
第
八
八
条
ま
で
及

び
船
員
法
第
八
九
条
か
ら
第
九

六
条
ま
で
に
係
る
部
分
(
地
方

公
務
員
災
害
補
償
法
第
二
条
第

一
項
に
規
定
す
る
者
に
適
用
さ

れ
る
場
合
に
限
る
。
)
を
除

く
。
)
(
中
略
)
の
規
定
は
、

適
用
し
な
い
。

(
地
公
企
法
第
二
条
第
三
項
)

前
二
項
に
定
め
る
場
合
の
ほ

か
、
地
方
公
共
団
体
は
、
政
令

で
定
め
る
基
準
に
従
い
、
条
例

(
中
略
)
で
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
そ
の
経
営
す
る
企
業
に
、

こ
の
法
律
の
規
定
の
全
部
又
は

一
部
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き



ニ
地
公
法
第
五
七
条
に
第
一
四
条
第
二
項
及
び
第
一
労
働
基
準
監
督
機
関

規
定
す
る
地
方
公
営
企
ニ
項
(
有
期
労
働
契
約
の
締

業
等
の
職
員
以
外
の
単
一
結
、
更
新
及
び
雇
止
め
)
に

純

労

務

者

一

係

る

部

分

並

び

に

法

第

七

五

一
条
か
ら
第
八
八
条
ま
で
(
災

一
害
補
償
)
の
規
定
を
除
き
全

面
的
に
適
用
あ
り
。

地
公
労
法
附
則
第
五
項

る
(
地
方
独
立
行
政
法
人
法
第
五

ニ
条
)
次
に
掲
げ
る
法
律
の
規
定

は
、
特
定
地
方
独
立
行
政
法
人

の
職
員
に
は
適
用
し
な
い
。

一
地
方
公
務
員
法
(
中
略
)

第
五
八
条
(
同
条
第
三
項
中

労
働
基
準
法
第
一
四
条
第
二

項
及
び
第
三
項
に
係
る
部
分

並
び
に
同
法
第
七
五
条
か
ら

第
八
八
条
ま
で
及
び
船
員
法

第
八
九
条
か
ら
第
九
六
条
ま

で
に
係
る
部
分
(
地
方
公
務

員
災
害
補
償
法
第
二
条
第
一

項
に
規
定
す
る
者
に
適
用
さ

れ
る
場
合
に
限
る
。
)
を
除

く
。
)
並
び
に
第
五
八
条
の

二
の
規
定

-10 -

(
地
公
労
法
附
則
第
五
項
)

地
方
公
務
員
法
第
五
七
条
に

規
定
す
る
単
純
な
労
務
に
雇
用

さ
れ
る
一
般
職
に
属
す
る
地
方

公
務
員
で
あ
っ
て
、
第
三
条
第

四
号
の
職
員
以
外
の
も
の
に
係

る
労
働
関
係
そ
の
他
身
分
取
扱

い
に
つ
い
て
は
、
そ
の
労
働
関

係
そ
の
他
身
分
取
扱
い
に
関
し



特
別
職
に
属
す
る
職
員

労
基
法
上
の
労
働
者
に
該
一
労
働
基
準
監
督
機
関

当
す
る
場
合
、
全
面
的
に
適

用
あ
り
。

地
公
法
第
四
条
第
二
項

特
別
の
法
律
が
制
定
施
行
さ
れ

る
ま
で
の
聞
は
、
こ
の
法
律
(
第

一
七
条
を
除
く
。
)
及
び
地
方

公
営
企
業
法
第
三
七
条
か
ら
第

三
九
条
ま
で
の
規
定
を
準
用
す

る
。
(
以
下
略
)

(
地
公
法
第
四
条
第
二
項
)

こ
の
法
律
の
規
定
は
、
法
律

に
特
別
の
定
が
あ
る
場
合
を
除

く
外
、
特
別
職
に
属
す
る
地
方

公
務
員
に
は
適
用
し
な
い
。

(
参
考
)

地
公
企
法
上
の
管
理
者
(
同

法
第
七
条
及
び
第
八
条
参
照
)

は
、
地
公
法
第
三
条
第
三
項
第

一
号
の
三
に
よ
り
特
別
職
と
さ

れ
る
。

-11 -




